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[要約] 

 生成 AIをめぐる競争の焦点は、汎用的な基盤モデルの性能向上に加え、AIを特定の産

業や業務に組み込むことへと広がりつつある。そこで問われるのは、処理時間の短縮

や品質の向上といった、測定可能な業務上の成果である。その中で注目されるバーテ

ィカル AI は、特定の産業や専門領域の課題解決に重点を置いた AI である。その提供

形態は、業界特化モデル、業務特化 AI アプリ、バーティカル AI エージェントなど多

様である。米国ではバーティカル AIへの企業支出が増加しており、事例からは、日常

業務への導入が進むほか、顧客対応など、顧客向け業務に活用する事例も現れている。 

 バーティカル AI の導入が先行している領域には、①業務量が多く反復性が高い、②成

果指標が明確である、③専門データが蓄積されている、④専門家不足への対応ニーズ

が大きい、⑤人による確認を業務プロセスに組み込みやすい、という特徴が多く見ら

れる。これらの条件の現れ方は一様ではないものの、バーティカル AI の普及は、業界

そのものよりも、対象業務にこうした条件がどの程度整っているかに左右されると考

えられる。 

 実装には、外部サービスの活用、外部技術を活用した自社主導の実装、複数事業者に

よる共同実装など、多様な形態が見られる。外部サービスの活用には比較的速やかに

本番導入できる利点がある一方、自社業務への適合には追加の設定や検証が必要とな

る。自社主導の実装は、自社データや業務知識を反映しやすいが、AI 開発人材や継続

的な運用体制を要する。ユーザー企業と外部事業者がそれぞれの強みを持ち寄るエコ

システムの重要性が高まると考えられる。 

 日本企業は、人手不足への対応、現場データや業務知識の蓄積、正確性や品質を重視

する業務慣行などの面で、バーティカル AIの導入に適している。一方、導入効果を引

き出すには、反復性の高い対象業務を選定し、熟練者の知見を判断基準や確認手順ま

で含めて形式知化し、AI が利用できる状態へ転換する必要がある。実装にあたっては、

競争力の源泉として保持すべきデータや業務知識を見極めた上で、必要に応じて外部

の AI モデルやパートナーを戦略的に活用することが重要となるだろう。 
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1. はじめに 

生成 AI をめぐる競争の焦点は、汎用的な基盤モデルの性能向上に加え、AI を特定の産業や

業務に組み込むことへ広がりつつある。そこで問われるのは、処理時間の短縮や品質の向上と

いった、測定可能な業務上の成果である。その中で注目されているのが、業界固有のデータや

専門知識を活用する「バーティカル AI」である。法務や医療などの分野では、バーティカル AI

を活用した製品やサービスを一部の業務に導入する事例も現れている。 

こうした中、日本政府は、2026 年 7 月に改定・閣議決定した「人工知能基本計画」において、

日本の勝ち筋の追求に向けた重点分野の 1つとしてバーティカル AIを挙げ、その開発や活用を

重点的に推進する方針を示している 1。 

本稿では、バーティカル AIの定義と市場の現在地を整理した上で、その普及を左右する条件

と競争環境の変化を分析し、日本企業が競争力を発揮するための方向性を考察する。 

 

2. バーティカル AIの全体像と市場の現在地 

バーティカル AIの定義と範囲 

バーティカル AI とは、幅広い用途に利用できる汎用 AI に対し、業界固有のデータや専門知

識、業務ルールなどを活用して、医療や金融、製造など、特定の産業や専門領域の課題解決に

重点を置いた AIを指す。ただし、特定の技術や製品を指す名称ではなく、その提供形態は多様

である（図表 1）。 

具体的には、特定分野の知識を強化した AI モデル（業界特化モデル）、契約審査や診療記録

の作成など特定の業務を支援する AIアプリ（業務特化 AIアプリ）、特定領域の専門知識や業務

ルールに基づき、複数の作業を自律的に進める AI エージェント（バーティカル AI エージェン

ト）などが挙げられる 2。これらは相互に排他的な分類ではなく、バーティカル AI を実現する

構成要素や提供形態の違いと捉えられる。 

一方、日本政府は、バーティカル AIを「データ、モデル、アプリを垂直統合し、暗黙知を含

めた現場のデータを活用した領域特化型システム」と定義している 3。一般的なバーティカル

AI が特定領域向けの AI を広く表すのに対し、政府の定義は、現場の経験や知識を取り込み、

実際に「現場で使える AI」として業務や課題解決につなげるシステムに重点を置いたものと整

理できる 4。 

 

 
1 内閣府「人工知能基本計画 ～日本ＡＸ、より強く、より豊かに～」（令和 8 年 7 月 14日閣議決定） 
2 なお、蓄積されたデータの分析をもとに需要予測や異常検知、画像識別などを行う従来型の AI も、特定領域

の課題解決を目的とする点では、広い意味でバーティカル AI に含めて整理する場合もある。 
3 脚注 1 と同じ 
4 内閣府 人工知能戦略本部第 5 回 資料 2-2「バーティカル AI 領域別戦略 中間とりまとめ」（令和 8 年 7 月

10 日） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_plan/ai_plan.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_hq/5kai/5kai.html
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図表 1 バーティカル AI の主な提供形態と日本政府の定義における位置づけ 

 
（注）各類型は相互に排他的なものではない。 

   日本政府の定義における位置づけは、政府資料をもとにした本稿における整理。 

（出所）内閣府「人工知能基本計画」（令和 8 年 7月 14 日閣議決定）など、各種資料より大和総研作成 

 

市場の拡大と社会実装の進展 

バーティカル AIは、将来への期待にとどまらず、企業が実際に支出する市場として立ち上が

りつつある。 

米ベンチャーキャピタルの Menlo Venturesは、米国企業による 2025年の生成 AI支出は 370

億ドルと推計している。このうち業界特化型のバーティカル AI への支出は 35 億ドルと、2024

年の 12 億ドルから約 3 倍に増加した。また、生成 AI 支出の半分以上がアプリケーション層に

向かっていることから、同社は、企業が長期的なインフラ投資よりも即時の生産性向上を重視

していると分析している 5。これらの結果は、企業の投資対象が基盤モデルに加え、実際の業

務の生産性向上や業務変革につながるアプリケーションへと広がりつつあることを示唆してい

る。 

分野別にみると、バーティカル AI への支出は一様ではない。先述の Menlo Ventures の調査

によると、2025 年の米国企業におけるバーティカル AI への支出額 35 億ドルのうち、医療分野

が 15 億ドルと全体の 43％を占め、次いで法務分野が 6.5 億ドルとなっており、現時点では医

療分野において特に多くの支出が行われていることが分かる（図表 2）。 

また、今後の市場規模について、米調査会社 Grand View Researchは、ソフトウェア、ハー

ドウェア、サービスを含む世界のバーティカル AI 市場が、2025 年の 103 億ドルから 2033 年に

は 745億ドルへ拡大すると予測している 6。 

 

 

 

 
5 Menlo Ventures“2025: The State of Generative AI in the Enterprise”, 2025/12/9. 
6 Grand View Research“Vertical AI Market (2026 - 2033)”（2026 年 6 月最終更新） 

日本政府におけるバーティカルAIの定義

データ、モデル、アプリを垂直統合し、暗黙知を含めた現場のデータを活用した領域特化型システム

日本政府の定義における位置づけ特徴主な類型

領域特化型システムのモデル部分に相当特定分野の知識を強化したAIモデル業界特化モデル

領域特化型システムに相当
契約審査や診療記録作成など、
特定の業務を支援するAIアプリ

業務特化AIアプリ

領域特化型システムに相当
政府が重視する業務全体を自律的に回す
AIの方向性に近い

専門知識や業務ルールに基づき、
複数の作業を自律的に進めるAIエージェント

バーティカルAIエージェント

https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_plan/ai_plan.html
https://menlovc.com/perspective/2025-the-state-of-generative-ai-in-the-enterprise/
https://www.grandviewresearch.com/industry-analysis/vertical-ai-market-report
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図表 2 米国におけるバーティカル AI への企業支出（カテゴリー別、2025 年推計） 

 
（注）金額は Menlo Ventures による推計値。1 億ドル未満のカテゴリーは、具体的な金額が公表されていない

ため、便宜上同じ高さで表示。カテゴリー区分は原資料による。 

（出所）Menlo Ventures“2025: The State of Generative AI in the Enterprise”,2025/12/9 より大和総研

作成 

 

こうしたバーティカル AI市場の広がりは、各分野における社会実装の事例にも表れている。 

医療分野では、米医療 AI企業の Abridgeが診療時の会話から診療記録の原案を作成するサー

ビスを提供している 7。同サービスは業務特化 AI アプリに位置づけられ、2026 年 6 月時点で

300 を超える医療機関グループで稼働し、年間 1 億件を超える会話を支援している。電子カル

テなど既存システムと連携し、医療機関が外部サービスを導入する形で利用が広がっている。 

法務分野では、国際法律事務所 A&O Shearman が、米 AI企業 Harvey が提供する法務業務向け

生成 AIサービス「Harvey」を、43法域の職員約 4,000人に展開している 8。Harveyは、契約レ

ビュー、法的分析、文書作成などの業務を支援する業務特化型 AIアプリであり、法律事務所に

おける外部サービス導入事例にあたる。 

金融分野では、米金融機関の Morgan Stanley、JPMorganChase、Goldman Sachs などが、社内

業務を支援する生成 AI アシスタントやプラットフォームを展開している 9。これらは業界特化

モデルや業務アプリに近い取り組みであり、リサーチ情報の検索・要約や文書作成などに利用

されている。外部の AIモデルを活用しつつ、自社データや業務知識を組み合わせ、自社主導で

実装している点に特徴がある。 

 
7 Abridge“ABRIDGE UNVEILS PATIENT-CENTERED CLINICIAN INTELLIGENCE PLATFORM CONNECTING CARE 

DELIVERY, PAYMENT, AND EVIDENCE-BASED TREATMENT”, 2026/6/11. 
8 Harvey“A&O Shearman: Transforming Legal Services through AI Innovation”（2026年 9 月 10 日最終閲

覧） 
9 Morgan Stanley“Morgan Stanley Research Announces AskResearchGPT Powered by OpenAI”, 2024/10/23; 

JPMorganChase“LLM Suite named 2025 ‘Innovation of the Year’ by American Banker”, 2025/6/3;  

Fox Business“Goldman Sachs announces firmwide launch of AI assistant”, 2025/6/23. 
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2025年のバーティカルAIへの支出は全体で35億ドル

https://menlovc.com/perspective/2025-the-state-of-generative-ai-in-the-enterprise/
https://www.abridge.com/press-release/patient-centered-clinician-intelligence-platform-keynote
https://www.abridge.com/press-release/patient-centered-clinician-intelligence-platform-keynote
https://www.harvey.ai/customers/a-and-o-shearman
https://www.morganstanley.com/press-releases/morgan-stanley-research-announces-askresearchgpt
https://www.jpmorganchase.com/about/technology/blog/llmsuite-ab-award
https://www.foxbusiness.com/technology/goldman-sachs-announces-firmwide-launch-ai-assistant
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ここまで見てきた事例は主に社内業務を対象としていたが、バーティカル AIの活用は顧客対

応にも広がっている。例えば、米 AI 企業 Sierra が提供するバーティカル AI エージェントで

は、問い合わせ対応に加えて、住宅ローンの借り換えや保険金請求、商品の返品などの業務も

処理している 10。同社によると、Fortune 50 企業（米フォーチュン誌の売上高上位 50 社）の

40％超にサービスを提供しており、大企業への導入も進んでいる。 

これらの事例からは、バーティカル AIが実証実験にとどまらず、日常業務への導入が進むほ

か、顧客向けサービスとして提供する事例も現れていることが確認できる。また、その実装形

態も一様ではなく、外部サービスの導入に加え、ユーザー企業が保有するデータや業務知識と

外部技術を組み合わせた自社主導の実装も見られる。 

 

3. バーティカル AIの普及を左右する条件と競争環境 

先行する領域に共通する特徴 

前章で取り上げたバーティカル AIの先行事例について、各社の公開情報を比較すると、①業

務量が多く反復性が高い、②成果指標が明確である、③専門データが蓄積されている、④専門

家不足への対応ニーズが大きい、⑤人による確認を業務プロセスに組み込みやすい（Human-

in-the-Loop）、といった特徴が確認できる（図表 3）。 

例えば、医療や法務では、専門データが蓄積されている上、反復的な業務も多く、最終的な

確認を専門家が担う Human-in-the-Loop 型の運用を構築しやすい。また、顧客対応では、対応

時間や解決率などの成果指標が明確であり、AI 導入の効果を測定しやすい。このように、バー

ティカル AIの普及は、業界そのものよりも、対象業務にこうした条件がどの程度整っているか

に左右されると考えられる。 

図表 3 バーティカル AI の先行事例に見られる導入条件 

 
（注）○は公開資料から条件への該当を確認できたもの、△は一定の該当が見込まれるものの、公開資料による

確認が限定的なもの。空欄は条件を満たさないことを意味するものではない。 

（出所）各社資料（前掲脚注 7～10）より大和総研作成 

 

一方、発生頻度が低い業務や例外処理が多い業務、成果を定量的に捉えにくい業務では、こ

うした条件を満たしにくく、導入効果も明確にしにくい。このため、導入にあたっては、対象

業務を適切に選定するとともに、不足する条件を企業側でどこまで補えるかが重要となる。 

 
10 Sierra“Better customer experiences. Built on Sierra”, 2026/5/4. 

⑤人による確認を
業務プロセスに
組み込みやすい

④専門家不足への
対応ニーズが
大きい

③専門データが
蓄積されている

②成果指標が明確
である

①業務量が多く
反復性が高い

事例

○○○○○
医療分野の事例
診療記録作成

○○○○
法務分野の事例
契約レビュー、法的分析など

○○△
金融分野の事例
社内業務支援など

○○○
顧客対応の事例
問い合わせ、各種手続き

https://sierra.ai/blog/better-customer-experiences-built-on-sierra
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バーティカル AIの普及で重要性を増すエコシステム 

バーティカル AI の実現には、業界固有のデータや業務知識に加え、AI 開発力、既存システ

ムとの連携、現場での運用ノウハウなど、複数の要素が必要となる。そのため、実際の導入で

は、外部サービスの活用、外部技術を活用した自社主導の実装、複数事業者による共同実装な

ど、多様な形態が見られる。 

外部サービスの活用は、専門事業者が蓄積した技術やノウハウを取り込みながら、比較的速

やかに本番導入できる点に特徴がある。前章で紹介した事例でも、医療機関や法律事務所など

が、Abridge や Harvey、Sierra といった専門事業者の AI サービスを導入している。先述の

Menlo Ventures の調査によると、米国企業が利用する AI ソリューションのうち、外部から購

入されたものの割合は、2024 年の 53％から 2025 年には 76％に上昇している。ただし、同調査

はバーティカル AI に限定せず、米国企業の生成 AI 全体を対象としている 11。このような外部

サービスの活用の広がりは、AI 技術の急速な進歩を取り込み、導入を迅速化する動きと考えら

れる。もっとも、既製品を自社固有の業務に適合させるには、既存システムとの連携や、業務

ルールに応じた設定・検証が必要となる。 

一方、独自データや業務知識が競争力の源泉となる場合には、外部技術を活用した自社主導

の実装も選択肢となる。このような形態は、自社の業務に適合させやすく、利用後の改善も主

導できる反面、AI 開発人材や継続的な運用体制を必要とする。前章で紹介した金融機関の生成

AI アシスタントは、外部の大規模言語モデルを利用しつつ、自社のデータや業務知識を組み込

む自社主導の実装に近い。 

さらに、業界知識やデータを持つユーザー企業と、AI 技術やシステム連携の能力を持つ事業

者が協力する共同実装も選択肢となる。例えば、規制業種では、ユーザー企業が持つ業界規制

や業務上の判断基準に関する知見と、外部事業者が持つ AI技術やセキュリティに関する知見の

双方が必要となる。また、AI を既存の業務システムに組み込む場合も、外部事業者との協力が

有効となる場合がある。実際に、全国銀行協会は、銀行業界において、高度な AIサービスは外

部事業者やクラウドサービスの活用余地が大きく、出資・提携を含む先端企業との協働も拡大

していると指摘している 12。 

このように、バーティカル AIの実装形態は多様であり、単一の企業ですべてを担うとは限ら

ない。このため、異なる強みを持つ企業が連携して形成するエコシステムの重要性が高まると

考えられる。ユーザー企業には、自社が保持すべきデータや業務知識を見極めた上で、自ら担

う領域と外部に委ねる領域を選択することが求められる。 

 

 

 
11 脚注 5 と同じ 
12 一般社団法人全国銀行協会「全国銀行協会 説明資料」（金融庁 AI 官民フォーラム（第 1 回）資料 2「業

界団体等発表資料」、令和 7年 6 月 18 日開催、同年 7月 1日更新） 

https://www.fsa.go.jp/singi/ai_forum/siryou/20250618.html
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4. 日本企業に求められる戦略 

前章で整理した、バーティカル AIの導入が先行する領域に見られる 5つの特徴に照らすと、

日本企業にはバーティカル AIの導入に適した面がある。日本では人手不足が幅広い分野で課題

になっており、日本政府も「人工知能基本計画」において、人手不足をはじめとする社会課題

の解決に向け、各分野でバーティカル AIの開発・実装を推進する方針を示している。これは、

④専門家不足への対応ニーズが大きいという条件に合致する。また、正確性や品質を重視する

とされる日本企業の業務慣行は、⑤人による確認を業務プロセスに組み込みやすい（Human-

in-the-Loop）という条件とも親和性が高い。 

蓄積された業務知識やデータも、バーティカル AI の実装基盤となり得る。「人工知能基本計

画」は、医療などの準公共分野や日本が強みを持つ産業・研究分野の質の高いデータを活用す

るとともに、各現場の経験や暗黙知をデータとして集積し、バーティカル AIの開発・実装につ

なげる方針を示している 13。こうした現場データや業務知識の蓄積は、③専門データが蓄積さ

れているという条件を満たす上で、日本企業の強みとなり得る。 

また、PwC が 6 カ国の企業を対象に実施した調査によると、生成 AI の活用効果を「まだ評価

できていない」と回答した企業の割合は、日本では 13％と、他の調査対象国に比べて相対的に

高かった 14。日本企業では、生成 AIの効果を測定し、改善につなげる仕組みの整備が課題とな

っていると考えられる。この点、特定業務に対象を絞るバーティカル AI では、汎用 AI に比べ、

導入前後の処理時間や品質を比較しやすく、②成果指標が明確であるという条件を整えやすい。 

一方で、課題もある。バーティカル AIの効果を引き出すには、①業務量が多く反復性が高い

という条件を満たす業務を見極める必要がある。しかし、業務ごとの例外が多い場合には、対

象業務の選定は容易ではない。また、熟練者の暗黙知や品質管理の知見は、汎用 AIだけでは模

倣しにくい価値を持つ一方、判断基準や例外処理が明文化されていなければ、AI が利用できる

形にはならない。データが部門や既存システムごとに分散している場合も同様であり、③専門

データが蓄積されているという条件だけで競争優位に直結するわけではない。 

このように、日本企業にはバーティカル AIの導入に適した面がある一方、対象業務の選定や

データの整備には課題が残る。導入にあたっては、①業務量が多く反復性が高いという条件を

満たす業務を見極めるとともに、熟練者の知見を単にデータ化するだけでなく、判断基準や確

認手順まで含めて形式知化し、AIが利用できる状態へ転換することが求められる。 

こうした強みと課題を踏まえると、まずは自社が競争力の源泉として保持すべきデータや業

務知識を見極めることが出発点となる。その上で、自社に適した実装方法を検討し、必要に応

じて外部の AIモデルやパートナーを戦略的に活用することが重要となるだろう。 

以上 

 
13 脚注 1 と同じ 
14 PwC「生成 AI に関する実態調査 2026 春 6 カ国比較―AI 変革は選択肢から生存条件へ 変わりゆく世界に日

本企業は追いつけるのか―」（2026 年 6 月 10 日） 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/generative-ai-survey2026.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/generative-ai-survey2026.html
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